
貸 借 対 照 表

(平成23年 3月 31日 現在)
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(注 )記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。



損 益 計 算 書
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(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。



株主資本等変動計算書
日

日

１

３‐

月

月

４

３

年

年

成
成
平
平
建

(単位 :百万円)

株 主 資 本

資  本  金

資 本 剰 余 金 益 剰 余 Φ

株主資本合計

資 本 準 備 金
そ  の  他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合      計

そ の 他 利 益 剰 余 金
利 益 剰 余 金
合     計

特 定 資 産
圧 縮 積 立 金

繰 越 利 益
剰  余  金

平成Z2年 3月 31日  残高 37,404 9,351 458 5,012 ∠ゝ 27,700 △ 22,687 56,174

事業年度 中の変 動 額

資 本 金 の 減 少 Z【 37,304 37,304 37,304

資 本 準 備 金 の減 少 △ 9, 9,326

圧 縮 積 立 金 の 取 崩 △ 17 17

当 期 純 損 失 △14,925 ∠【14,925 △ 14,925

客鼎だ響ょ?な翁歩 △7,932 どゝ 7.932 △7,932

欠 損 填 補 ∠ゝ 22,687 △ 22.687 22,687 22,687

撃彗為為務か詞締i浮湖
事業年度中の変動額合計 どゝ37,304 △9,326 16,009 6,683 △ 17 7,780 7,762 △22,857

平成23年 3月 31日  残高 48,116 4,995 △ 19,920 △ 14,925 33,316

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
その也盲1乙 券
評
`差
額 色 繰延

ヘッジ損益
評価・換算差額等
合      計

平成22年 3月 31日  残高 0 56,524

事 業 年 度 中 の変 動 額

資 本 金 の 減 少

資 本 準 備 金 の 減 少

圧 縮 積 立 金 の 取 崩

当 期 純 損 失 △14,925

盆割ピ?漆犠分引 Zゝ 4 Zゝ 4 △7,936

ス 損 喧
（
補

攀黛盈鞘オ晃η浮郡 △263 A0 △263 △263

事業年度中の変動額合計 △267 Z【 0 △267 △ 23,125

平成23年 3月 31日  残高 33,398

金額は百万円未 前を切り捨てて表示しております



個別注記表

1。 重要な会計方針に係る事項

1.資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券

① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
② その他有価証券
時価のあるもの       決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの       移動平均法による原価法

(2)デリバティブ         時価法

(3)たな卸資産

① 商品            売価還元法による原価法 (店頭外商品は個別法による原価法)

(収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)

② 貯蔵品           先入先出法による原価法

(収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)

2 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産
(リ ース資産を除く)     建物設備については定額法

建物設備以外については定率法

(2)無形固定資産         定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 (5年)に基づく定額法

(3)リ ース資産          所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

(4)長期前払費用         定額法

3.引 当金の計上基準

(1)貸倒引当金          金銭債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に債権の回収可能性を考慮して引当てております。

(2)賞与引当金          従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当期に見合う額を計上して

おります。

(3)役員賞与引当金        取締役に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当期に見合う額を計上して
おります。

(4)商品券回収損引当金      商品券等が負債計上中止後に回収された場合に発生する損失に備えるため、過去の実績に基づく将
来の回収見込額を計上しております。

(5)退職給付引当金        従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当
期末において発生していると認められる額を引当てております。

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 (13年 )によ
る定額法により按分した額を費用処理しております。

数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(13年 )による定額法により接分した額を、それぞれ発生の翌期から費用処理しております。

(6)関係会社事業損失引当金    関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該関係会社の財政状態等を勘案し、必要と認められる
額を計上しております。

4 その他計算書類作成のための基本となる事項

(1)ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法      為替予約取引について振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップ取引につい
て特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。

4



② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段         為替予約取引、金利スワップ取引
ヘッジ対象         外貨建営業債権債務及び外貨建予定取引、借入金の支払金利

③ ヘッジ方針         当社のデリバティブ取引管理規定に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクを回避することを
目的としてヘッジ取引をしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法   ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債等に関する重要な条件が同一であるため、有効性の判定は省
略しております。

(2)消費税等の会計処理      消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

5。 重要な会計方針の変更

(1)資産除去債務に関する会計基準の適用
当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第 18号 平成 20年 3月 31日 )及び「資産除去債務に関する会
計基準の適用指針」 (企業会計基準適用指針第 21号 平成 20年 3月 31日 )を適用しております。
これにより、営業利益は 49百万円減少し、経常損失は 49百万円、税引前当期純損失が 2,555百万円それぞれ増加しております。

(2)企業結合に関する会計基準等の適用

当事業年度より「企業結合に関する会計基準」 (企業会計基準第 21号 平成 20年 12月 26日 )、 「事業分離等に関する会計基準」(企
業会計基準第 7号 平成 20年 12月 26日 )、 及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」 (企業会計基準適用
指針第 10号 平成 20年 12月 26日 )を適用しております。

2.貸借対照表に関する注記

(1)有形固定資産の減価償却累計額

(2)偶発債務
従業員住宅ローン保証

関係会社銀行借入金等保証予約

159,407百万円

60百万円
18百万円

合計

(3)関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

① 短期金銭債権
② 長期金銭債権
③ 短期金銭債務
④ 長期金銭債務

3.損益計算書に関する注記

(1)関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高
その他の営業収入

仕入高
その他営業取引の取引高
営業取引以外の取引高

(2)固定資産売却益は、社有土地及び建物等を売却したものであります。

(3)関係会社清算益は、主に阻名古屋オペレーションサービスの清算によるものであります。

(4)抱合わせ株式消滅差益は、lkl三越情報サービスとの合併によるものであります。

(5)減損損失
① 減損損失を認識した資産グループの概要

78百万円

7,222百万円
981百万円
lH,818百万円
102,500百万円

1,494百万円
69百万円
10,994百万円
8,307百万円
ll,770百万円

場 所 用 途 種 類 減 損 損 失 (百 万 円 )

仙台三越店

(宮城県仙台市)
店舗等

建物

その他
6.164

その他 店舗等
建物
その他

lll



② 械損損失を認識するに至った経緯
営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グループについては、回収可能価額まで減額し、当期減少額を減損損失

として計上しております。なお、仙台三越店は、東日本大震災の影響に伴い大幅な収益悪化が見込まれたため、減損損失を計上

しております。

③ 減損損失の内訳
建物及び構築物 6,240百万円

36百万円その他

合計
④ 資産のグルーピングの方法

6,276百万円

キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主として店舗を基本単位としてグルーピングしております。

⑤ 回収可能性の算出方法
資産グループの回収可能価額は正味売剖価格により測定しております。

関係会社整理損は、スペイン三越 S,Aの清算に伴い見込まれる損失を計上しております。

災害による損失の内訳は次のとおりであります。

商品の滅失

原状回復費用
営業休 |卜期FHH中 の間‡書

2百万円
508百万円
365百万円

合計

(8)その他は、主に新宿アルコット店の営業終了決定に伴い見込まれる損失 2,203百万円であります。

4 株主資本等変動計算書に関する注記
発行済株式の総数に関する事項

5 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

貸倒引当金

退職給付引当金

賞与引当金

減価償却費

未払事業税

商品券回収損引当金

繰越欠損金

合併受入資産評価損

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金

特定資産圧縮積立金

合併受入資産評価益

その他

繰延税金負債合計

繰延税金負債の純額

877百万円

240百万円

7,728百万円

555百万円

9,451百万円

8百万円

5,375百万円

19,174百万円

24,238百万円

9,399百万円

76,173百万円

△76,173百万円

―百万円

△38百万円

△3,427百万円

△68,047百万円

△90百万円

△71,604百万円

△71,604百万円

前事業年度末株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普 通 株 式 (株) 492,622,356 492,622,356



6.リ ースにより使用する固定資産に関する注記

リース取引開始日が平成 20年 3月 31日 以前のもの

(1)事業年度の末日における取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(2)事業年度の末日における未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘定期末残高

未経過リース料期末残高相当額
1年内
1年超

137百万円
[66百万円

合計                                        303百 万円

リース資産械損勘定期末残高                                     2百 万円

リース取引開始日が平成 20年 4月 1日以降のもの

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 (借手側)

(1)リ ース資産の内容     器具備品

(2)減価償剖の方法
1.重要な会計方針に係る事項 2.固定資産の減価償却の方法 2(3)リ ース資産 に記載しております。

7 金融商品に関する注記

(1)金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

当社の資金調達については株式会社三越伊勢丹ホールディングスからの借入金により調達する方針です。デリバティブは、営業債務の

為替変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。

②金融商品の内容およびそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社の与信管理規程に従い、取

引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を行っております。投資有価

証券である株式等は、主に業務上の関係を有する企業 (取引先企業)の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されています。当該リ
スクに関しては、定期的に時価や取引先企業の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しており

ます。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが 1年以内の支払期日です。
デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っており、また、デリバティブの利用にあたっては、

信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行つています。

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社では、月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理すると

ともに、株式会社三越伊勢丹ホールディングスからの極度借入契約により充分な手許流動性を確保しております。

(単位 :百万円)

取 得 価 額 相 当 額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額

器 具 備 品 8



(2)金融商品の時価等に関する事項

平成 23年 3月 31日 における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。

(単位 :百万円)

貸借対照表計上額

(注 1)
時価 (注 1) 差額

(1)現金及び預金

(2)受取手形

(3)売掛金

(4)投資有価証券

その他有価証券

(5)長期貸付金

(6)差入保証金

(7)買掛金

(8)短期借入金

(9)預 り金

(10)長期借入金

3,251

6

3,251

6

10,844

2,319

11,730

22,361

(23,123)

△ 130

△ 3,660

一
二

二
10,844

2,319

lL 861

26,022

(23,123)

(117,567)

(3,719)

(107,600)

(H7,567)

(3,719)

(107.572) 27

1)負債に計上されているものについては ( で示しております

(注 2)流動資産「その他」に含めている 1年内返還予定の差入保証金は、(6)差入保証金に含めています。

(注 3)1年内返済予定の長期借入金は、(8)短期借入金に含めておらず、(10)長期借入金に含めています。

(注 4)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
(1)現金及び預金、 (2)受取手形、 (3)売掛金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

(4)投資有価証券

株式は取引所の価格によっています。

(5)長期貸付金

長期貸付金の時価については、回収可能性を反映した将来キャッシュ
。フローを残存期間に対応する国債の利回り等で割り引いた

現在価値により算定しております。

(6)差入保証金

差入保証金の時価については、回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを残存期間に対応する国債の利回り等で割り引いた

現在価値により算定しております。

(7)買掛金、(8)短期借入金、(9)預 り金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

(10)長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行つた場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっ

ています。

(注 5)非上場株式 (貸借対照表計上額 4,073百万円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどがで
きず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(4)投資有価証券 その他有価証券」には含めていません。

(注 6)関係会社株式 (貸借対照表計上額 H,270百万円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどが
できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、記載しておりません。

8 賃貸等不動産に関する注記

(1)賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、東京都その他の地域において賃貸商業施設を所有しております。

なお、賃貸商業施設の一部については、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産としております。



(2)賃貸等不動産の時価等に関する事項
(単位 :百万円)

貸借対照表計上額 決算日における時価

賃 貸 等 不 動 産 22,351 43,355

賃貸等不動産として

使用される部分を含

む  不  動  産
69,370

対照表 取 ら 計額及び減損(注 1)貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

(注 2)当事業年度の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」等に基づいて自社で算定した金額 (指標等を用いて調整を行つたも

のを含む。)であります。

9.関連当事者との取引に関する注記

(1)親会社

種   類 会社等の名称
議決維等の所有

(被所有)割合

(%)

関連当事者と

の  関  係 取 引 
の 内 容 取 引

金 額

(百万円)
科   目

期 末 残

(百万円)

高

硯 会 社

社

丹

ス

会

勢

”

伊

「

式

越

帰

株

〓
一
ホ．

被所有

直接100%

役員の兼任

経営管理等

資金の借入

経営管理料の支払

経営業 務委託料

資 金 の 借 入

禾叫 息 の 支 払

1,810

474

204,999

L214

未 収 入 金

短期借入金

長期借入金

未 払 費 用

357

105,699

102,500

395

注)取引条件及

1.経営管理料 。経理業務委託料については、契約条件により決定しております。
2 株式会社三越伊勢丹ホールディングスの利息の支払の利率については、市場金利等を勘案して合理的に決定しております。

子会社及び関連会社等

種   類 会社等の名称
議決稚等の所有

(被所有)割合
(%)

関連当事者と

の  関  係 取 引 
の 内 容 取 引

金 額

(百万円)
科   目

期 末 残

(百万円)

高

子 会 社

社

境

ン

会

環

イ

式

越

ザ

株

三
デ

所有

直接100%
ヨ定資産の購入

役員の兼任

固定 資産 の購 入 8,558 未 払 金

(3)兄弟会社等

1.株式会社伊勢丹の利息の支払の利率については、市場金利等を勘案して合理的に決定しております。
2 株式会社名古屋三越の利息の支払の利率については、市場金利等を勘案して合理的に決定しております。
3 株式会社エムアイ友の会の利息の支払の利率については、市場金利等を動案して合理的に決定しております。

10 1株 当たり情報に関する注記

(1)1株当たり純資産額                                    67円 80銭

(2)1株当たり当期純損失                                   30円 30銭

種   類 会社等の名称
議決椎等の所有

(被所有)割合

(%)

関連当事者と

の  関  係 取 引 
の 内 容 取 引

金 額

(百万円)
科   目

期 末 残

(百万円)

一乱

親会社の

子 会 社

株 式 会 社

伊  勢  丹
な し

資金の返済

役員の兼任

済

払

返

支

の

の

金

息

資

利

92,977

299

親会社の

子 会 社

社

越

△バ　一一一
屋

式

古

株

名
な し

資金の借入

役員の兼任

入

払

借

支

の

の

金

息

資

利

5,383

40

借 入 金 5,483

親会社の

子 会 社

社

イ

会

ハ石
ア

の

式

ム

株

工
友

な し
買物券の受入

役員の兼任

収

払
回
支ω
の
り

息

預

利
5L888
1,130

洋)勲引条件及び取引条件の決定方針等



11.重要な後発事象に関する注記

1.三越と伊勢丹の吸収合併について

(1)組織再編の目的

平成 23年 4月 に三越と伊勢丹が合併してスタートする当社「株式会社三越伊勢丹」は、首都圏における百貨店事業の方針策定から、

実際の店舗運営までを行うとともに、三越伊勢丹ホー)レディングスのグループ国内百貨店に対してのセントラルによる支援機能 (CP
CC機能)を果たし、グループ全体の百貨店事業における利益の最大化を図ります。併せて、統合によるスタッフ部門の効率化や全体
最適な要員配置、営業業務の一本化によるMD政策の強化等、より効果的な百貨店事業運営体制の構築を進めてまいります。

(2)合併の要旨

① 吸収合併の効力発生日
平成 23年 4月 1日

② 合併方式
三越を存続会社とする吸収合併方式で、伊勢丹は解散いたします。

③ 吸収合併に係る割当ての内容
三越伊勢丹ホー)レディングスの完全子会社同士の合併であるため、合併比率の取り決めはありません。また、合併による新株発行

及び資本金の増加もありません。

④ 消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い
伊勢丹は、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。

(3)実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第 21号 平成 20年 12月 26日 )及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に
関する適用指針」 (企業会計基準適用指針第 10号 平成 20年 12月 26日 )に基づき、共通支配下の取引として処理いたしました。

2.岩田屋の固定資産、及び商品券に関する資産負債の当社への分割につい

(1)組織再編の目的

平成 23年 4月 1日 付で、岩田屋三越が有する店舗内固定資産と商品券残高を当社に吸収分割することといたしました。

国内グループ百貨店の店舗内造作物等の固定資産については、当社に集約することで、セントラル管理によるグループ全体を俯欧し

た計画的な投資配分を可能としてまいります。また、三越伊勢丹ホールディングス国内グループ百貨店の商品券発行を当社に集約す

ることで、発行残高管理等の一本化を行い、効率向上を図つてまいります。

(2)吸収分割の要旨

① 吸収分割の効力発生日
平成 23年 4月 1日

② 分割方式
岩田屋三越を分割会社とし、当社を承継会社とする吸収分割です。

③ 吸収分割に係る割当ての内容
分割会社である岩田屋三越に対する割当ては行われません。

④ 分割会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い
岩田屋三越は、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。

⑤ 承継により増加する資本金等
該当事項はありません。

⑥ 承継会社が承継する権利義務
三越伊勢丹は、効力発生日において岩田屋三越が有する本件事業に関する資産、負債、契約上の地位その他の権利義務のうち、

吸収分割契約書で定めるものを承継します。

⑦ 債務履行の見込み
本吸収分割の効力発生日後における当社及び岩田屋三越の債務履行の見込みについては、問題ないものと判聯しております。

③ 承継する部門の事業内容
岩田屋三越に係る、造作物等の管理業務及び商品券の発行業務

(3)実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第 21号 平成 20年 12月 26日 )及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に
関する適用指針」(企業会計基準適用指針第 10号 平成 20年 12月 26日 )に基づき、共通支配下の取引として処理いたしました。

3.三越通信販売事業部の別会社化について

(1)組織再編の目的

お客さまのライフスタイル全般に関り、お役に立つことを通じてお客さま一人ひとりにとっての生涯にわたるマイデパートメントス

トアを目指す三越伊勢丹ホー)レディングスグループにおいて、店舗以外の新たなチャネル開発・強化施策の一環として、平成 23年

4月 1日 をもって、三越の通信販売事業部を、グループの総合的な無店舗販売事業会社として別会社化いたします。通販事業の専門
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会社として、百貨店事業の枠を越えた独自の展開を進めるとともに、ビジネスの特性を踏まえた事業の構築を行つてまいります。

(2)新設分割の要旨

① 新設分割の効力発生日
平成 23年 4月 1日

② 分割方式
三越伊勢丹を分割会社とし、「株式会社三越伊勢丹通信販売」(以下三越伊勢丹通信販売)を新設会社とする新設分割です。
③ 新設分割に係る割当ての内容
本新設分割において、分割会社である三越伊勢丹に対する割当ては行われません。

④ 分割会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い
三越伊勢丹は、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。

⑤ 承継により増加する資本金等
該当事項はありません。

⑥ 承継会社が承継する権利義務
三越伊勢丹通信販売は、効力発生日において三越伊勢丹が有する本件事業に関する資産、負債、契約上の地位その他の権利義

務のうち、新設分割契約書で定めるものを承継します。

⑦ 債務履行の見込み
本新設分割の効力発生日後における三越伊勢丹及び三越通信販売の債務履行の見込みについては、問題ないものと判跡してお

ります。

③ 承継する部門の事業内容
三越伊勢丹における通信販売事業

(3)実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第 21号 平成 20年 12月 26日 )及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に
関する適用指針」(企業会計基準適用指針第 10号 平成 20年 12月 26日 )に基づき、共通支配下の取引として処理いたしました。
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